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⑵　地方公共団体における性犯罪被害者
支援への取組の促進
内閣府では、性犯罪被害者からの相談体制
を整備促進するため「男女共同参画センター
等における性犯罪被害者支援体制整備促進に
係る担当課長等会議」を開催した。

⑶　性犯罪被害に遭った児童生徒への対
応の充実
（P８「性犯罪被害に遭った児童生徒への
対応の充実」参照）

⑷　コーディネーターとしての役割を果
たせる民間支援員の養成への支援
内閣府において、全国どこでも一定レベル
以上の支援の質を確保するため、民間の団体
で支援活動を行う者の養成・研修を実施する
際の研修教材として、中級レベルまでの研修
教材DVDを作成し関係機関に配布している。
警察において、認定特定非営利活動法人全
国被害者支援ネットワークをはじめとする被
害者支援団体に対し、研修内容に対しての助
言や講師派遣などの協力を行っている。ま
た、犯罪被害者等が必要とする支援について
の相談や情報提供、適切な機関・団体への橋
渡しなど、犯罪被害者等に対する支援全般を
管理するコーディネーターとしての役割を果
たす民間支援員の育成を支援するため、被害
者支援連絡協議会等で具体的事例を想定した
犯罪被害者支援についての実践的なシミュ

レーション訓練を実施している。

⑸　警察と関係機関・団体等との連携・
協力の充実・強化及び情報提供の充実
警察において、他の犯罪被害者等支援に係
る諸機関・団体などとの連携・協力を充実・
強化し、それらの諸機関・団体などの犯罪被
害者等支援のための制度などを説明できるよ
う努めている。さらに、犯罪被害者等支援の
ための諸制度を所掌する省庁の協力を得て、
当該制度に関する案内書、申込書などを常備
し、犯罪被害者等に提供している。

⑹　被害者支援連絡協議会及び被害者支
援地域ネットワークにおける連携の推
進
警察において、生活上の支援をはじめ、医
療、公判に関することなど極めて多岐にわた
る犯罪被害者等のニーズに応え、総合的な支
援を行うため、警察のほか、地方検察庁、弁
護士会、法テラス、医師会、臨床心理士会、
知事部局や市の担当部、県や市の相談機関な
どによる「被害者支援連絡協議会」を全都道
府県に設立し、関係機関・団体などの相互の
連携を図っている。また、個々の事案におい
て、犯罪被害者等の具体的なニーズを把握
し、よりきめ細かな総合的支援を行うため
に、警察署を単位とした連絡協議会（被害者
支援地域ネットワーク）を構築している。
平成23年４月１日現在、被害者支援連絡協

民間被害者支援団体における研修カリキュラム・モデル案
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議会が47（全都道府県）、被害者支援地域
ネットワークが1,130（全警察署数1,181）設
置されている。

⑺　警察における相談体制の充実等
警察において、犯罪被害の未然防止などに
関する相談に応じる窓口として、警察本部に
警察総合相談室を設置している。また、電話
による相談についても、全国統一番号の相談
電話「♯9110番」を設置するとともに、この
ような総合的な相談に加え、犯罪被害者等の
ニーズに応じて、性犯罪相談、少年相談、消
費者被害相談など個別の相談窓口を設け、相
談体制の充実に努めている。さらに、犯罪被
害者の住所地や、匿名や実名であるかにかか
わらず相談に応じるとともに、犯罪被害者の
要望により、被害者支援連絡協議会などの
ネットワークに参画する関係機関・団体に関
する情報提供やこれらへの引継ぎを行うなど
犯罪被害者がより相談しやすく、より負担が
少なくなるような対応に努めている。
また、一定の少年福祉犯罪、児童虐待事
案、人身取引事犯等に関する通報を匿名で受
け付け、事件検挙への貢献度に応じて情報料
を支払う「匿名通報ダイヤル」の適切な運用
により、事件の早期の認知・検挙に努め、犯
罪被害者の早期保護を図っている。

被害者相談窓口

提供：警察庁

⑻　「指定被害者支援要員制度」の活用
警察において、専門的な被害者支援が必要
とされる事案が発生したときに、捜査員とは
別に指定された警察職員が犯罪被害者等への
付添い、説明などの事件発生直後における犯
罪被害者支援活動を行う「指定被害者支援要
員制度」を各都道府県警察で導入している。
平成23年12月末現在、指定被害者支援要員
として全国で３万2,403人が配置されている。

警察と関係機関・団体などとのネットワーク

被害者支援連絡協議会

○地方検察庁、弁護士会、保護司
○法テラス
○医師会（精神科、産婦人科）
○臨床心理士会、精神保健センター
○婦人相談所・児童相談所
○福祉事務所
○教育委員会、女性青少年課
○暴力団追放センター、交通安全協会
○経済界
○報道機関　　　　　　　　等

関係機関
民間被害者支援団体

警 察

提供：警察庁
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支援要員による病院の付添

提供：警察庁

⑼　交通事故相談活動の促進
内閣府において、交通事故被害者救済対策
の一環として、交通事故相談所に勤務する初
任の相談員に対し、相談員として必要な基本
的知識などの習得を目的とした「交通事故相
談員中央研修会（初任者コース）」を開催し
ている。
また、交通事故相談員総合支援事業を通し
て、被害者等からの相談に対する相談員の対
応能力を向上させるため、民事損害賠償問題
に関する研修会の開催、交通事故相談業務に
関する資料の提供により、都道府県・政令指
定都市の交通事故相談活動に対する支援を
行っている。

⑽　警察における被害少年が相談しやす
い環境の整備
警察において、全都道府県警察に設置され
ている少年サポートセンターや警察署の少年
係などが窓口となって、少年や保護者などか
らの相談を受け付けている。相談には、警察
官や少年補導職員が対応し、必要な助言、指
導を行っている。
また、全都道府県警察において、「ヤング
テレホンコーナー」などの名称で電話による
少年相談窓口を設けており、フリーダイヤル
による相談や電子メールなどによる夜間、休
日における受付など、少年や保護者などが相
談しやすい環境の整備を図っている。
平成23年10月、警察庁では、少年や保護者

に対する相談活動を強化するため、少年補導
職員などを対象に全国少年相談協議会を開催
した。
平成24年４月１日現在、全国193か所に少
年サポートセンターが設置されているが、そ
のうち65か所は、少年や保護者などが気軽に
立ち寄ることができるよう、警察施設以外の
施設に設置されている。

⑾　ストーカー事案への適切な対応
警察において、犯罪被害者等の意思を踏ま
え、「ストーカー行為等の規制等に関する法
律」（平成12年法律第81号。以下「ストーカー
規制法」という。）に基づく警告、禁止命令、
自衛策の教示などにより危害の拡大防止を
図っているほか、ストーカー行為者の検挙に
努めている。
各種法令に抵触しない場合でも、犯罪被害
者等に自分の身を守るための方策を教示した
り、避難などが必要となったときのために、
婦人相談所などの関係機関を教示するほか、
必要に応じて、ストーカー行為者に対する指
導・警告を行うなど、犯罪被害者等の立場に
立った積極的な対応を図っている。
平成23年中のストーカー規制法に基づく警
察本部長などの援助件数は2,771件となって
おり、「被害防止措置の教示」や「被害防止
交渉場所として警察施設の利用」などの援助
を行っている（「ストーカー事案及び配偶者
からの暴力事案の対応状況について」：
http://www.npa.go.jp/safetylife/seianki/
23DV.pdf）。

⑿　人身取引被害者の保護の推進
人身取引対策に関する関係省庁において、

「人身取引対策行動計画2009」（平成21年12月
22日犯罪対策閣僚会議決定）に基づき、被害
者保護のための各種施策を推進している。
平成23年７月、人身取引対策に関する関係
省庁連絡会議において、人身取引事案の被害
者保護のための着眼点及び関係行政機関にお
いて講ずべき措置について整理した「人身取
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等

提供：警察庁

引事案の取扱方法（被害者の保護に関する措
置）」を申し合わせた。

⒀　検察庁の犯罪被害者等支援活動にお
ける福祉・心理関係の専門機関等との
連携の充実
法務省において、犯罪被害者等に配慮した
捜査・公判活動を行うため、検察官などの研
修において、福祉・心理関係の専門機関の関
係者を講師に招くなど、その連携・協力の充
実・強化を図っている。

⒁　検察庁における被害者支援員と関係
機関・団体等との連携・協力の充実・
強化及び情報提供の充実
法務省において、犯罪被害者等の支援に携
わる被害者支援員を対象とする研修におい
て、被害者支援団体の関係者を講師に招くな
ど、その連携・協力の充実・強化を図るとと
もに、犯罪被害者支援員の意義や役割につい
ても記載されている犯罪被害者等向けパンフ
レット「犯罪被害者の方々へ」を犯罪被害者
支援関係機関・団体等に配布するなどして犯
罪被害者支援員制度に係る情報提供の充実を
図っている。

⒂　地方公共団体に対する子ども・若者
育成支援についての計画に関する周知
内閣府において、都道府県・政令指定都市
に対し、都道府県・指定都市青少年行政主管

課長等会議の開催を通じて、子ども・若者育
成支援推進法（平成21 年法律第71 号）に基
づく子ども・若者育成支援についての計画を
作成又は変更する場合には、「子ども・若者
ビジョン」（平成22 年７月23 日子ども・若者
育成支援推進本部決定）に盛り込まれた「犯
罪被害に遭った子ども・若者とその家族等へ
の対応」に関する記述も勘案するよう、周知
した。

⒃　「子どもの人権110番」及び人権擁護
委員の活用・充実
法務省の人権擁護機関において、法務局・

地方法務局に専用相談電話「子どもの人権
110番」（0120（007）110「フリーダイヤルぜ
ろぜろななのひゃくとおばん」）を設置し、犯
罪等による被害を受けた子どもが安心して相
談できる環境を整備して、人権擁護委員や法
務局職員が相談に応じている。平成23年中に
おける「子どもの人権110番」を利用した犯
罪被害者等からの相談件数は18件であった。
また、平成23年６月27日から同年７月３日
までの間を「全国一斉『子どもの人権110番』
強化週間」とし、相談時間を延長するなどし
て積極的に犯罪被害者等である子どもからの
相談に応じており、同強化週間は平成24年度
も実施を予定している（６月25日から７月１
日まで）。
このほか、全国の小中学校の児童・生徒
に、「子どもの人権SOS ミニレター」（便箋兼
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封筒）を配布したり、法務省のホームページ
上に「インターネット人権相談受付窓口」を
開設して、パソコンや携帯電話からインター
ネットでいつでも相談を受け付ける体制を整
備するなど、更なる犯罪被害者等への相談体
制の強化を図っている（P8741「犯罪被害者
等からの各種人権相談への対応」参照）。

「子どもの人権110番ポスター」

提供：法務省

⒄　教育委員会と関係機関・団体等との
連携・協力の充実・強化及び学校にお
ける相談窓口機能の充実
文部科学省において、平成20年２月に、

「児童生徒の安全の確保及び犯罪被害の防止
について」（通知）を発出し、関係機関と連
携した取組の推進を促したほか、各種会議に
おいても、学校・教育委員会・関係機関など
の連携・協力を促している。

⒅　学校内における連携及び相談体制の
充実
文部科学省において、学校内で児童生徒等
の相談などに適切に対応ができるよう、ス
クールカウンセラーや子どもと親の相談員の
配置の拡充やスクールカウンセラーの緊急支
援のための派遣に対して補助を行ってきた。
平成22年度に引き続き、平成23年度において
も小・中学校等にスクールカウンセラーを適
切に配置し、相談体制などの充実を図ってい
る。

⒆　学校における相談対応能力の向上等
文部科学省において、学校の教職員が児童
生徒の相談などに的確に対応できるよう、生
徒指導の指導者となる教員に対して教育相談
に関する研修を実施している。
また、性犯罪の被害者を含めて児童生徒等
の相談等に対して適切に対応できるよう、ス
クールカウンセラーや子どもと親の相談員の
配置の拡充や、スクールカウンセラーの緊急
支援のための派遣に対して補助を行ってきた。
また、児童虐待などの問題へ対応するた
め、教育分野に関する知識に加えて、社会福
祉の専門的な知識・技術を用いて児童生徒を
支援するスクールソーシャルワーカーを、各
地域の実情に応じて学校などの教育機関に配
置する地方自治体の取組に対して補助を行
い、学校における教育相談体制の充実を支援
している。

⒇　相談及び情報提供のための教育委員
会による取組の促進
文部科学省では、性犯罪の被害者を含めて
児童生徒等の相談等に対して適切に対応でき
るよう、児童生徒の臨床心理に関して高度に
専門的な知識・経験を有するスクールカウン
セラーの配置に対して補助を行ってきた。
また、児童虐待などの問題へ対応するた
め、教育分野に関する知識に加えて、社会福
祉の専門的な知識・技術を用いて児童生徒を
支援するスクールソーシャルワーカーを、各
地域の実情に応じて学校などの教育機関に配
置する地方自治体の取組に対して補助を行っ
ている。

21　各都道府県警察に対する犯罪被害者
等への情報提供等の支援に関する指導・
督励及び好事例の勧奨
警察庁において、情報提供をはじめとする
基本的な犯罪被害者支援施策が確実に実施さ
れるよう、各種会議などを通じて各都道府県
警察に対し指導・督励するとともに、毎年、
被害者支援担当者体験記を発行し、各都道府
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県警察に配付している。

22　「被害者の手引」の内容の充実等
警察庁において、平成20年11月、「被害者
の手引」モデル案を改訂し、新たに、被害者
参加制度や損害賠償命令制度の情報を掲載し
たほか、刑事手続や裁判で利用できる制度に
ついての情報や、犯罪被害給付制度などの経
済的支援や被害の回復についての情報、各種
相談機関・窓口についての情報の充実を図っ
ている。
また、平成22年４月、少年事件の処理の流
れが分かりやすく「被害者の手引」に示され
るようそのモデル案を作成するなど、少年犯
罪の被害者に向けた情報提供の充実を図って
いる。
「被害者の手引」は、これまでと同様に被
害者連絡の対象者に配布するほか、被害者連
絡の対象者以外にも、刑事手続・犯罪被害者
等のための制度を教示する際などに広く活用
することとしている。
さらに、都道府県警察に対し、外国語版の

「被害者の手引」についても、それぞれの都
道府県の事情に応じて、積極的に作成・配布
するよう、引き続き指示している。

23　医療機関等と関係機関・団体等との
連携・協力の充実・強化及び医療機関
における情報提供等の充実
厚生労働省において、医療機関と犯罪被害
者等支援に係る諸機関・団体などとの連携・

協力を図るため、「支援のための連携に関す
る検討会」の検討結果を踏まえ、必要に応じ
て、情報提供に関して協力要請をするなど、
適切に対応している。
また、平成17年度より３年計画で行ってい
る「犯罪被害者の精神健康の状況とその回復
に関する研究」では、地域精神保健機関の犯
罪被害者支援における関係諸機関との連携に
関する調査を実施した。19年度は、17年度、
18年度の調査研究の結果などを踏まえて、精
神科医療機関における犯罪被害者治療を促進
するための提言をまとめた。20年度には、
「犯罪被害者等支援のための地域精神保健福
祉活動の手引」（http://www.ncnp.go.jp/nimh/
seijin/www/pdf/shiryo_tebikizenbun.pdf）を作
成し、精神保健福祉センターに配布した。
なお、精神保健福祉センター、保健所にお
いて、現在、心のケアが必要な犯罪被害者等
に対して、精神保健に関する相談支援を行っ
ている。

24　性犯罪被害者による情報入手の利便
性の拡大
（P８「性犯罪被害者による情報入手の利
便性の拡大」参照）

25　地域包括支援センターによる支援
地域包括支援センターにおいて、高齢者に
対する虐待への対応を含む権利擁護業務の実
施を推進している。

26　日本司法支援センターによる支援
法テラスにおいて、平成18年10月から犯罪
被害者支援業務を行っている。
業務の具体的な内容は、犯罪被害者等が、
そのとき最も必要な支援が受けられるよう
・ 刑事手続への適切な関与や、損害・苦痛
の回復・軽減を図るための法制度に関す
る情報の提供
・ 犯罪被害者支援を行っている機関・団体
の案内
・ 犯罪被害者支援の経験や理解のある弁護
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士の紹介
・ 被害者参加人のための国選弁護制度に関
する業務
を実施することである。
利用の窓口としては、固定電話であれば、
全国どこからでも３分8.5円（税別）の通話
料で利用できる法テラス・サポートダイヤル
（コールセンター）のほか、全国各都道府県
に地方事務所を設けており、電話や面談によ
る問合せを受け付けている。法テラス・サ
ポートダイヤル（コールセンター）では、相
談内容を問わず、様々な法的トラブルに関す
る問合せを受け付ける一般ダイヤル（0570－
078374「おなやみなし」）のほか、犯罪被害
者支援ダイヤル（0570－079714「なくことな
いよ」）という専用の電話番号を設け、犯罪
被害者支援の知識・経験を持った専門の担当
者が、被害者に二次的被害を与えないよう心
情に配慮しながら情報提供を行っている（利
用時間：平日９：00～21：00、土曜日９：00
～17：00）。犯罪被害者支援ダイヤルにおけ
る平成23年１月１日から同年12月末日までの
問い合わせ件数は9,868件であった。主な問
合せ内容は、生命・身体犯被害、配偶者等か
らの暴力（DV）、性被害、ストーカー被害な
どである。
全国の地方事務所における電話及び担当者
との面談による情報提供件数は平成23年１月
１日から同年12月末日までに13,158件あった。
また、犯罪被害者支援の経験や理解があると
して弁護士会から推薦を受けている弁護士
を、個々の状況に応じて紹介しており、平成
24年１月現在、2,273人の弁護士を紹介用名
簿に登載している。平成23年１月１日から同
年12月末日までの紹介件数は829件であった。
法テラスでは、弁護士を通じた援助制度と
して、経済的に余裕のない方に民事訴訟など
における弁護士費用などを立て替える民事法
律扶助業務を行っている。また、法テラスで
は、平成19年10月から、日本弁護士連合会か
ら委託を受けて法律援助に関する業務を行っ
ている。この日本弁護士連合会からの委託業

務は、被害者参加人のための国選弁護制度や
民事法律扶助制度などではカバーされない方
を対象に、人権救済の観点から弁護士費用の
援助を行うもので、生命、身体、自由又は性
的自由に対する犯罪、配偶者等からの暴力
（DV）、ストーカー行為などによる被害を受
けた方などに係る告訴・告発、法廷傍聴付添
い、刑事手続における和解の交渉、加害者と
の対話、マスコミ対応、犯罪被害者等給付金
申請などを援助する「犯罪被害者法律援助」
や、虐待やいじめなどを受けた子どもに係る
行政手続や訴訟の代理活動を援助する「子ど
もに対する法律援助」などがある。
被害者参加人のための国選弁護制度におい
ては、法テラスは、国選被害者参加弁護士の
候補となる弁護士の確保のほか、国選被害者
参加弁護士の候補を裁判所に指名通知するな
どの業務を行っている。平成24年１月現在、
被害者参加弁護士契約弁護士は2,801人と
なっており、平成23年１月１日から同年12月
末日までの国選被害者参加弁護士の選定請求
受付件数は260件331人であった。
法テラスの犯罪被害者支援業務において
は、警察庁や日本弁護士連合会などの関係機
関・団体に対する法テラスの周知とともに、
これら関係機関・団体と十分な連携を図って
いくことが求められており、各都道府県警察
などが事務局となって主催している被害者支
援連絡協議会のほか、警察、地方公共団体、
日本弁護士連合会、民間被害者支援団体など
の関係機関・団体を招いて開催する地方協議
会において被害者参加制度や被害者参加人の
ための国選弁護制度に関する説明及び被害者
週間における啓発・広報活動などを行い、被
害者支援に関する関係機関・団体との連携・
協力関係の強化を図った。
これらの取組を通じて、法テラスは、犯罪
被害者等の支援に携わる弁護士によるサービ
スの質の向上を目指し、弁護士会や犯罪被害
者支援団体との連携・協力の下、犯罪被害者
支援のための研修について広く実施できるよ
う努めたり、犯罪被害者等が必要とする支援
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にたどり着けるよう、犯罪被害者等の内容に
応じた最適の専門機関・団体を紹介するコー
ディネーターとしての役割を果たしたりして
いる（法テラスホームページ「法テラスの目
的と業務（犯罪被害者支援業務）」：http://
www.houterasu.or.jp/houterasu_gaiyou/
mokuteki_gyoumu/hanzaihigaishashien/）。
今後も、各地の関係機関・団体とより緊密
な連携・協力関係を構築するため、関係機
関・団体が実施する連絡会議において、業務
現況の説明や協力要請、実務担当者間におけ
る情報交換の実施などの積極的な働きかけ、
取組を行っていく。
また、国民への制度周知・広報の取組とし
ては、国民にとって見やすく、かつ分かりや
すい表現を心掛けた犯罪被害者支援業務リー
フレット（改訂版）、Q&A リーフレット
（「犯罪被害者支援Q&A」、「ドメスティック
バイオレンス（DV）」）などの各種広報物
（法テラスホームページ「刊行物」：http://
www.houterasu.or.jp/houterasu_gaiyou/
kankoubutsu/）の発行、地方公共団体など
に依頼して広報物を窓口に備え置いてもら
う、各団体の機関紙に法テラスの紹介記事を
掲載してもらうなど、関係機関・団体を通じ
た地道な広報活動を進めているほか、全国各
地でテレビや新聞などのマスメディアを利用
した広報を展開した。
今後も引き続き、法テラスにおける犯罪被
害者等に対する援助制度についての周知・広
報に努めていく。

　

提供：法務省

提供：法務省

27　自助グループの紹介等
警察において、犯罪被害者等の要望を踏ま
え、相談や支援などの機会や民間被害者支援
団体を通じて、犯罪被害者等に自助グループ
を紹介している。

28　犯罪被害者等施策のホームページの
充実
内閣府において、犯罪被害者等施策に関す
る情報を提供することにより、国民の理解や
犯罪被害者等の被害からの回復に役立つもの
となるよう、犯罪被害者等施策のホームペー
ジの充実を図っている。
現在、相談機関、犯罪被害者団体等の一
覧、被害者の手記、広報・啓発行事の告知・
開催報告、各種調査結果などの情報を掲載す
るとともに、基本法・基本計画・白書といっ
た犯罪被害者等施策に関する基本的な情報、
推進会議、基本計画策定・推進専門委員等会
議（以下「専門委員等会議」という。）、など
の各種会議の議事内容など、幅広く情報提供
を行っている。
引き続き、コンテンツの充実を図るととも
に、国民が必要な情報を利用しやすいサイト
環境の整備改善に努めていく。

29　インターネット以外の媒体を用いた
情報提供
各省庁において、インターネットなどで情
報を得ることができる者とそうでない者との
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間に不公平が生じることのないよう配慮する
とともに、積極的な情報提供に努めている。
内閣府において、「犯罪被害者週間」国民
のつどいの開催に関する広報啓発ポスター・
チラシを作成している。また、推進会議や専
門委員等会議などの議事の概要を会議開催後
にメディアに対して説明するなど、積極的な
情報提供に努めている。
警察庁において、「被害者の手引」（P8122

「『被害者の手引』の内容の充実等」参照）・
「警察による犯罪被害者支援」（P113⑾「様々
な広報媒体を通じた犯罪被害者等施策に関す
る広報の実施」参照）などにより積極的な情
報提供に努めている。
総務省において、住民基本台帳の閲覧制度
改正について、地方公共団体に対する説明会
を開催し、その模様を自治体衛星通信機構に
おいて放映するとともに、同通信機構におい
て紹介番組を放映した。また、ポスターや
リーフレットを作成し、全市町村の窓口に配
置した。
法務省において、「犯罪被害者等の方々へ」、

「もしも…あなたが犯罪被害に遭遇したら」
などにより積極的な情報提供に努めている
（P66⑾「刑事の手続等に関する情報提供の
充実」参照）。
文部科学省において、犯罪被害者等施策に
かかわる省庁の協力を得て、「被害者の手引」
など当該制度に関する案内書や申込書を教育
委員会に常備し、教育関係者などに提供して
いる。
厚生労働省において、児童虐待について幅
広く国民の理解を深め、社会的関心を喚起す
るため、全国フォーラムの開催、広報啓発ポ
スター・リーフレットの作成、配布、政府広
報を活用したイベントや、テレビスポット
CMやラジオ、新聞等により児童相談所全国
共通ダイヤルの周知徹底を図るなどの広報啓
発活動を実施している（P113⑼「犯罪被害
者等施策の関係する特定期間における広報・
啓発事業の実施」参照）。
国土交通省において、公営住宅の管理主体

に対し、配偶者からの暴力被害者や犯罪被害
者等を対象とした公営住宅への入居に係る配
慮を依頼する通知を発出し、地方公共団体に
おいても、募集パンフレットへの記載等を通
じて、適切な運用が図られるよう努めてい
る。また、法務省作成の犯罪被害者用パンフ
レット「犯罪被害者の方々へ」に公営住宅へ
の優先入居などの施策について記載し、制度
の周知に努めている。

30　更生保護官署と保護司との協働によ
る刑事裁判終了後の支援の充実
法務省において、全国の保護観察所に被害
者担当官及び被害者担当保護司を配置し、そ
の協働態勢の下、主として、被害に係る刑事
裁判が終了した後又は被害に係る加害者が保
護処分を受けた後に、犯罪被害者等に対して
相談・支援を行っている。相談・支援の実施
においては、犯罪被害者等の悩みや不安を傾
聴するとともに、犯罪被害者支援に必要な情
報を提供するなどしているほか、支援の円滑
な実施及び支援内容の充実を期するため、国
や地方公共団体の機関、犯罪被害者等の援助
を行う民間の団体等との連携の強化を図り、
協力関係を発展させるよう努めている。

31　保護司に対する研修等の充実
刑事裁判終了後の相談対応の充実のため、
保護観察所に配置されている被害者担当保護
司を対象とする研修における犯罪被害者等支
援の実務家による講義、事例研究及び犯罪被
害者等支援の実践的技能を修得させるための
ロールプレイ方式による演習の実施など、被
害者担当保護司の犯罪被害者等への適切な対
応を確実にするための研修等の充実を図って
いる。また、被害者担当保護司以外の保護司
を対象とした研修においても、更生保護にお
ける犯罪被害者等施策を取り上げ、研修内容
の充実を図っている。
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